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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
 ご近所を散歩してみると、ようやく春爛漫のようなのだが、何と梅の花が満開となっており、北海道では桜の方が早く散ってしまった。季節感がすっかり本州とは異なっているようだ。気温の方は、晴れた日には夏日となり、ライラックも咲き始め、すっかり初夏の様相である。
ネット選挙運動解禁、ネガティブキャンペーンが心配
　いよいよ参議院選挙の日程が確定し、7月4日公示、21日投開票日となった。17日間と長いようだが、あっという間に過ぎてしまう。公示までの期間は1カ月足らずであり、各候補選挙対策本部は最後のラストスパートに入ってきているようだ。特に、今年からはネットでの選挙が解禁となっただけに、どんな選挙活動を展開していけばよいのか、各政党や陣営の英知が問われてくる。一番気になるのが、ネガティブキャンペーンであり、有権者に対して不快感を与えるような言辞は控えるべきであろう。これらの点について、ルール化はなかなか難しいだろうが、政党間の申し合わせなど、熟議の民主主義の技を磨いていくべき課題であろう。
国際社会の目も安倍「右翼」政権に対して厳しい
　選挙の行方については、なかなか予測は難しいのだが、今のまま行けば円安・株高(と言っても、最近は大きく下落することも多くなった)が進むアベノミクスに対するマスコミのバイアスのかかった評価に助けられ、内閣支持率が70~60%近くに達し、政党支持率も自民党支持率が高くなっている。比例にはどの政党を投票するのか、と言う問いに対して、50%近くの人が自民党と回答しており、安倍総理を始めとした自民・公明両党は参議院選挙での勝利に向けて、憲法改正手続き問題や従軍慰安婦問題、さらには靖国公式参拝問題など、歴史認識や国家観を問われるような問題には、微妙に避けて通り始めているようだ。参議院選挙が終われば、安倍総理のやりたいことを前面に出してくるのだろうか。公明党の対応が注目されるところだが、世の中そんなに自分たちが思うようには上手くいくものでもあるまい。さらに、国際世論の動き、とりわけアメリカを中心にした先進各国の日本の政治家の歴史観などに対する警戒感が色濃く出始めており、安倍政権を右翼政権として危険視していることが特筆されよう。国民も、安倍政権の目指そうとしているものに対して、それほど手放しで支持していくとも思えないわけで、とりあえず参議院選挙の結果がどう出てくるのか、政界再編成すら噂される今日、まことに気になるところである。
　　国際的エコノミストのアベノミクスへの興味深い見方
　前回は、マイナンバー法が成立したため、事実上特集号になってしまったが、マイナンバーの持つ光と影の問題については、引き続き検討していくべき課題であろう。特に、三条委員会としてスタートする特定個人情報保護委員会がどのような人材で、どのようなスタッフ体制でスタートするのか、大変重要になってくる。今後1年以内には国会の同意人事を得てスタートしなければならないわけで、おおいに注視していく必要がある。
　さて、アベノミクスについて国際的な識者を招いた内閣府主催の国際会議が開催された。スティグリッツ氏やジェフリー・サックス氏など一流の経済学者が参加され、日本からも内閣官房参与でイェール大学名誉教授の浜田宏一氏らが参加して、熱心な論議がたたかわされたようだ。まだ、議事録などが正式に公表されていないので、新聞の報道を見る限りでしか論評できないのだが、なかなか興味深い問題提起がされているようだ。特筆しておいた方がよい内容を報道された新聞から引用しておきたい。
スティグリッツ氏、
TPPに反対、日本は増税し教育・科学技術へ投資を
ジェフリー・サックス氏
医療・エネルギーの規制緩和に警鐘
　まずスティグリッツ教授から、TPPに関して
　　「透明性が低く反対だ。米国のビジネスのためのもので、両国の国民のためにあるものではない」(北海道新聞6月1日朝刊)　ときびしい。さらに、2020年度までに基礎的財政収支の黒字化について、「達成可能」とのべ、その理由としては、
　　「日本の国民総生産(GDP)に対する税収の比率は他の先進国に比べて低く『引き上げの余地がある』と指摘。増える税収の一部を投資効果が大きい教育や科学技術へ回せば『短期にも長期にも経済成長をもたらし、税収の増加につながる』」としている。(日本経済新聞6月1日)
　次に、ジェフリー・サックス教授のアメリカの医療・エネルギーの規制緩和の結果について、同じ日付の北海道新聞によれば
　　「強力なロビイストを生み出し、高価で無駄が多い制度ができてしまった」と警鐘を鳴らしている。日本から出席している竹中平蔵氏は「日本には規制緩和が欠かせない」と発言したようで、ジェフリー・サックス氏の見方とのちがいがあり、小生はジェフリー氏の方に軍配を上げることは言うまでもない。
　もちろん、引用した新聞社の記事には、背景に新聞社なりの社論があり、その社論に都合がよい個所を取り上げていることは確かであろう。しかし、せっかくアメリカからお呼びしたノーベル経済学賞受賞者や高名な経済学者等から、アベノミクス礼賛だけを期待したとすれば、このような成長戦略の根幹を為すと言われているTPPや規制緩和に対する疑問の発言が飛び出すこと自体、主催者である政府側の目論見通りとはいかなかったようだ。
　　それにしても、株価の下落の大きさ、約48兆円も吹っ飛ぶ
　いずれにせよ、最近の株式市場や外国為替市場、更には日本の債券市場の動きは波乱に富んでおり、アベノミクスの危うさを示しているとみる専門家が増えている。先週1週間で日本の株価は約2,000円下落し、失った時価総額は48兆円にも達している。値下がりが大きかった業態を見てみると、金融・不動産株が鮮明に下げており、金融緩和による過剰なマネーが実体経済に回るよりも、資産市場に回ってミニバブルを起こしていたことを示している。また、この間の株式購入を先導してきたのが海外のヘッジファンドを中心にした投機筋であり、彼らは5月になると利益を確定するために売りに出たとみられており、高値でつかまされた国内投資家が大きく損を出しているのだ。これからの展開も、海外ヘッジファンドを中心にした投機マネーが流入し、引き続き資産市場のバブル化が進展させ高値で売り抜けるよう仕組んでいくに違いない。
なぜ、法人税軽減をキャンベル氏やグリーン氏が提言するのか
　最後に、最近ちょっと気になる論文が、5月30日づけの日本経済新聞「経済教室」に寄稿されている。題名が『投資促す法人減税を』であり、内容的には日本の法人税率が先進国の中でアメリカと並んで高く、投資対象としての日本企業の魅力を削いでいるので引き下げるべきだ、と主張しているし、昨年度改正された法人の抱える赤字欠損金の繰越控除の期間延長をさらに求めたり、ベンチャー企業に対するさらなる優遇税制を求める内容になっている。
法人をもっと活力あるものにしていくための方策として税を取り上げること自体は、日本の新古典派に近い経済学者の中では普通に主張されているわけで、それ自体は何の新しさもない。問題は書いている人物が、カート・キャンベル前国務次官補とマイケル・グリーン元大統領特別補佐官の二人であることだ。二人とも、日米安全保障問題においてジャパンハドラーとして有名であり、外交・安全保障問題の専門家ではないか。もしかして知らないのは小生だけなのかもしれないが、寡聞にしてお二人が税制の専門家でもあると言われたことを知らない。今から10年以上も前に直接お会いしたこともあるが、その時も安全保障問題だけであったと記憶している。そのお二人が、このような論文を日本経済新聞紙上に掲載することの意味がよく理解できないのであり、お二人に論文掲載を求めた日本経済新聞社の編集意図は、一体全体、奈辺にあるのだろうか。
これまで、日本の税制改革によって法人税制もずいぶん優遇され、その結果内部留保も増え続け、今や法人部門が赤字部門から黒字部門に転換してきているのだ。にもかかわらず、リスクを採って投資を増大させようとしなくなっているわけで、更に法人税制を軽減することで海外からの投資が増える保証はあるのだろうか。むしろ最近では、税よりも社会保険料の方が企業にとって負担が重いと言われている。日本の経営者が投資しないのに、海外からの投資が増大するようになるには、余程のメリットがなければなるまい。それは一体何なのだろうか。知りたいものではある。
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